
令和４年第１回岐阜県議会定例会提出予定議案の概要（条例その他）

（令和４年２月１８日）

議第２７号 岐阜県総務関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：財政課、危機管理政策課]

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に鑑み、次のとおり規定の
整備を行う。

１ 行政書士試験手数料の額を次のとおり改定する。
[担当課：法務・情報公開課]

【改定前】 １人につき ７，０００円
【改定後】 １人につき １０，４００円

２ 高圧ガス保安法の施行に関する事務に係る製造保安責任者等試験手数料の額を
次のとおり改定する。

[担当課：消防課]

手 数 料 の 額（１人につき）
区 分

改 定 前 改 定 後

製造保安責任者試 乙種化学責任者免 ９，３００円 １１，６００円
験 状に係るもの ただし、電子情報 ただし、電子情報

処理組織により受 処理組織により受
験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
８，８００円 １１，１００円

丙種化学責任者免 ８，７００円 １０，３００円
状に係るもの ただし、電子情報 ただし、電子情報

処理組織により受 処理組織により受
験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
８，２００円 ９，８００円

乙種機械責任者免 ９，３００円 １１，６００円
状に係るもの ただし、電子情報 ただし、電子情報

処理組織により受 処理組織により受
験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
８，８００円 １１，１００円

第二種冷凍機械責 ９，３００円 １１，６００円
任者免状に係るも ただし、電子情報 ただし、電子情報
の 処理組織により受 処理組織により受

験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
８，８００円 １１，１００円

資料５
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第三種冷凍機械責 ８，７００円 １０，３００円
任者免状に係るも ただし、電子情報 ただし、電子情報
の 処理組織により受 処理組織により受

験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
８，２００円 ９，８００円

販売主任者試験 第一種販売主任者 ７，９００円 ９，０００円
免状に係るもの ただし、電子情報 ただし、電子情報

処理組織により受 処理組織により受
験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
７，４００円 ８，５００円

第二種販売主任者 ６，２００円 ７，２００円
免状に係るもの ただし、電子情報 ただし、電子情報

処理組織により受 処理組織により受
験願書を提出する 験願書を提出する
場合にあっては、 場合にあっては、
５，７００円 ６，７００円

３ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の施行に関する事務
に係る手数料の額を次のとおり改定する。

[担当課：消防課]

手 数 料 の 額
手 数 料 の 名 称

改 定 前 改 定 後

保安確保機器設置等認定 １件につき １件につき
申請手数料 販売契約を締結してい 販売契約を締結してい

る一般消費者等の数が る一般消費者等の数が
１万戸以上のものにあ １万戸以上のものにあ
っては、１１０，００ っては、９８，０００
０円 円

液化石油ガス設備士試験 １人につき １人につき
手数料 ２１，４００円 ２３，２００円

ただし、電子情報処理 ただし、電子情報処理
組織により受験願書を 組織により受験願書を
提出する場合にあって 提出する場合にあって
は、２０，９００円 は、２２，７００円

４ 電気工事士免状書換え手数料の額を次のとおり改定する。
[担当課：消防課]

【改定前】 １通につき ２，１００円
【改定後】 １通につき ２，７００円

（令和４年４月１日から施行）
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議第２８号 岐阜県職員定数条例及び岐阜県市町村立学校職員定数条例の一部を改正する条例
について

[担当課：人事課]

１ 岐阜県職員定数条例の一部改正
県職員の定数を次のとおり変更する。

変 更 前 変 更 後
区 分

定 数 備 考 定 数 備 考

知事の事務部局（美術館、 4,298人 4,336人 ＋38

現代陶芸美術館、図書館、

博物館、高山陣屋管理事務

所、情報科学芸術大学院大

学及び企業会計職員（都市

建築部）を除く。）

美術館、現代陶芸美術館、 173人 うち､教員は､ 173人 うち､教員は､ ±0

図書館、博物館、高山陣屋 45人とする｡ 45人とする｡

管理事務所、情報科学芸術

大学院大学、国際園芸アカ

デミー及び森林文化アカデ

ミー

企業会計職員(都市建築部) 67人 67人 ±0

議会の事務部局 29人 29人 ±0

選挙管理委員会の事務部局 5人 5人 ±0

監査委員の事務部局 20人 20人 ±0

人事委員会の事務部局 12人 12人 ±0

労働委員会の事務部局 8人 8人 ±0

教育委員会の事務部局 272人 274人 ＋2

学校 5,490人 うち､教員は､ 5,455人 うち､教員は､ ▲35

4,704人とす 4,673人とす

る｡ る｡

警察 3,954人 うち､警察官 3,956人 うち､警察官 ＋2

は､3 , 5 2 7人 は､3 , 5 2 7人

(警視121人､ (警視121人､

警部256人､警 警部256人､警

部補及び巡査 部補及び巡査

部長2,067人､ 部長2,067人､

巡査1,083人) 巡査1,083人)

とする｡ とする｡

合計 14,328人 14,335人 ＋7

２ 岐阜県市町村立学校職員定数条例の一部改正
市町村立学校職員の定数を次のとおり変更する。

変 更 前 変 更 後
区 分

定 数 備 考 定 数 備 考

小学校、中学校及び義務教 11,796人 うち､教員は､ 11,812人 うち､教員は､ ＋16

育学校 11,193人とす 11,220人とす

る｡ る｡

特別支援学校 129人 うち､教員は､ 137人 うち､教員は､ ＋8

122人とする｡ 130人とする｡

定時制高等学校 31人 31人 ±0

合計 11,956人 11,980人 ＋24

（令和４年４月１日から施行）
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議第２９号 岐阜県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：人事課]

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部
改正に鑑み、国家公務員に準じて、次のとおり規定の整備を行う。

１ 非常勤職員の育児休業及び部分休業の取得要件のうち、「引き続き在職した期
間が１年以上」の要件を廃止する。

２ 次の措置を講じることを任命権者に義務付ける。
⑴ 本人又は配偶者の妊娠又は出産等を申し出た職員に対する育児休業制度等の
周知及び育児休業の取得意向の確認のための措置

⑵ 育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置

（令和４年４月１日から施行）

議第３０号 岐阜県消防団協力事業所の支援のための事業税の課税の特例に関する条例の一部
を改正する条例について

[担当課：税務課]

消防団協力事業所（※１）を有する者のうち一定の要件を満たすものに対する事
業税の課税の特例（※２）について、その適用期間を３年延長する。
※１ 消防団活動に協力している事業所として市町村長から表示証の交付を受けたもの

※２ 特例の概要は、次の表のとおり。

対 象 軽 減 内 容

県内の消防団協力事業所において消防団員を１人以上雇用 税額を２分の１に軽減

している等、一定の要件を満たす法人又は個人が行う事業 （上限100万円（※３））

※３ 消防団員数が従業員数（役員及び個人事業主を含む。）の１割以上の場合は、上限200万円

（令和４年４月１日から施行）
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議第３１号 岐阜県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する
条例について

[担当課：デジタル戦略推進課]

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正に鑑み、次の
とおり規定の整備を行う。

１ 情報通信技術を活用した行政の推進は、情報通信技術の利用のための能力又は
知識経験が十分でない者に対する適正な配慮がされることを確保しつつ、次の事
項を旨として行われなければならないこととする。
⑴ 個々の手続等が一貫してデジタルで完結すること。
⑵ 一度提出した情報は、二度提出することを不要とすること。
⑶ 複数の手続等をワンストップで実現すること。

２ 行政手続のデジタル化のために必要な事項を次のとおり定める。
⑴ 知事は、県の機関の情報システムの整備その他情報通信技術を活用した行政
の推進を図るために必要な施策を総合的かつ計画的に実施するための計画を定
めなければならないこととする。

⑵ オンラインによる申請等に係る使用料及び手数料の納付を、情報通信技術を
利用する方法でできることとする。

⑶ 申請等に際して添付することが定められている書類等（住民票の写し等）に
ついて、県の機関等がマイナンバーカードを利用するなどして当該書類等によ
り確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、
添付することを要しないこととする。

⑷ 県は、全ての者が情報通信技術の便益を享受できるよう、情報通信技術の利
用のための能力又は利用の機会における格差の是正を図るために必要な施策を
講じなければならないこととする。

３ 題名を「岐阜県情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例」に改める。

４ 次の２条例について、所要の規定の整理を行う。
⑴ 岐阜県民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関
する条例

⑵ 岐阜県使用済金属類営業に関する条例

（令和４年４月１日から施行）

- 5 -



議第３２号 清流の国ぎふ大学生等奨学金条例及び岐阜県住民基本台帳法施行条例の一部を改
正する条例について

[担当課：地域振興課]

清流の国ぎふ大学生等奨学金（※）の借受人のＵターンによる就業を促進し、及
び借受人の利便性を向上させるため、次のとおり規定の整備を行う。
※ 県外の大学等に在学し、将来地元で活躍する意志がある学生の修学を支援することにより、県内

への移住を促進するための奨学金

１ 清流の国ぎふ大学生等奨学金条例の一部改正
⑴ 奨学金返還債務の免除及び履行猶予の要件のうち、県内に居住し、及び県内
で就業する期限を、大学等の卒業後６月以内から１２月以内に延長する。

⑵ ⑴の要件について、県内で就業することが大学等の卒業後１２月以内に内定
した場合は、県内に居住し、及び県内で就業する期限を大学等の卒業後１８月
以内とする特例を設ける。

⑶ 奨学金の貸与の対象となる者の要件に、申請時に３親等内の親族で成年者で
あるもののいずれか又は連帯保証人が県内に住所を有することを加える。

⑷ 奨学金を返還すべき日までに返還しなかった場合の延滞金の年率（１４．６
％）を引き下げ、県税の延滞金の例によることとする。

２ 岐阜県住民基本台帳法施行条例の一部改正
住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報（※）を利用できる事務と

して、清流の国ぎふ大学生等奨学金の貸与に係る債権の回収に関する事務を追加
する。
※ 氏名、生年月日、性別、住所等

（令和４年４月１日から施行）

議第３３号 岐阜県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：市町村課]

１ 次の事務について富加町への権限移譲を行う。（２法令１９項目）
⑴ 農地・農業関係：農地法９項目の事務
⑵ 環境・生活関係：鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律１０
項目の事務

２ 事務の廃止に伴い、次の事務について市町村への権限移譲を廃止する。（２法
令３項目）
⑴ 土地利用・都市計画関係：租税特別措置法２項目の事務
⑵ 環境・生活関係：岐阜県統計調査条例１項目の事務

（令和４年４月１日から施行）
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議第３４号 岐阜県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例について
[担当課：県民生活課]

自転車の安全で適正な利用の促進について、基本理念を定め、並びに県、県民、
自転車利用者、事業者等の責務並びに市町村及び交通安全関係団体の役割を明らか
にするとともに、自転車の安全で適正な利用に関する施策の基本となる事項を定め
ることにより、自転車の利用に係る交通事故の防止並びに自転車の利用に係る交通
事故による被害の軽減及び被害者の保護を図り、もって県民が安全に安心して暮ら
すことができる地域社会の実現に寄与するため、次のように定める。

１ 基本理念を次のとおり規定する。
⑴ 自転車の安全で適正な利用の促進は、自転車が県民及び事業者にとって身近
な交通手段であり、県民生活及び事業活動に有用であるとともに、その利用に
当たり車両として道路交通法その他の法令の遵守が図られ、歩行者、自転車及
び自動車等が共に安全に安心して道路を通行することができるようにすること
が重要であるとの認識の下に行われなければならない。

⑵ 自転車の安全で適正な利用の促進は、県、市町村及び関係行政機関並びに県
民、自転車利用者、保護者、学校、事業者及び交通安全関係団体が相互に連携
を図りながら協力して社会全体で取り組むことにより行われなければならない。

２ 自転車の安全で適正な利用の促進について、県、県民、自転車利用者、保護者、
学校の長、事業者及び自動車等を運転する者の責務並びに市町村及び交通安全関
係団体の役割を規定する。

３ 自転車の安全で適正な利用に関する施策の基本となる事項を次のとおり規定す
る。
⑴ 自転車の安全で適正な利用に関する教育等
ア 県は、自転車の安全で適正な利用に関する教育を推進するとともに、市町
村、学校、交通安全関係団体等が行う当該教育を促進するため、情報の提供
その他の必要な支援を行うものとする。

イ 自転車の安全で適正な利用に関する教育又は啓発を、保護者、学校の長、
事業者及び交通安全関係団体の努力義務とする。

⑵ 点検整備等
自転車の定期的な点検及び必要な整備並びに両側面に反射器材を備える等の

交通事故防止対策を、自転車利用者、保護者及び事業者（自転車をその事業の
用に供する事業者又は自転車貸付事業者に限る。）の努力義務とする。

⑶ 乗車用ヘルメットの着用
ア 乗車用ヘルメットの着用を、自転車利用者の努力義務とする。
イ 児童生徒等に乗車用ヘルメットを着用させることを、保護者の努力義務と
する。

⑷ 乗車用ヘルメットの着用の促進等
ア 県は、乗車用ヘルメットの着用を促進するため、情報の提供、啓発その他
の必要な措置を講ずるものとする。

イ 自転車通学者に乗車用ヘルメットの着用に関する情報の提供、助言等を行
うことを、学校の長の努力義務とする。

⑸ 自転車損害賠償責任保険等への加入
自転車利用者（児童生徒等の場合は、その保護者）及び事業者（自転車をそ

の事業の用に供する事業者又は自転車貸付事業者に限る。）は、自転車損害賠
償責任保険等に加入しなければならないこととする。
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⑹ 自転車損害賠償責任保険等への加入の促進等
ア 県は、自転車損害賠償責任保険等（以下「保険等」という。）への加入を
促進するため、情報の提供、啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。

イ 学校の長が、自転車通学者に対し保険等への加入を確認し、加入している
ことが確認できないときに保険等に関する情報の提供を行うことを努力義務
とする。

ウ 事業者が、自転車通勤者に対し保険等への加入を確認し、加入しているこ
とが確認できないときに保険等に関する情報の提供を行うことを努力義務と
する。

エ 自転車の小売又は整備を業とする事業者が、自転車を購入する者又は自転
車の整備を依頼する者に対し保険等への加入を確認し、加入していることが
確認できないときに保険等に関する情報の提供を行うことを努力義務とする。

オ 自転車貸付事業者が、借受人に対し保険等の内容に関する情報を提供する
ことを努力義務とする。

カ 交通安全関係団体が、保険等への加入に関し、情報の提供、啓発その他の
必要な措置を講ずることを努力義務とする。

４ 市町村が、地域の実情に応じて、自転車の安全で適正な利用を促進するため、
条例で必要な事項を定めることを妨げないこととする。

（３⑶及び⑸並びに３⑹イからオまでは令和４年１０月
１日から、その他は令和４年４月１日から施行）
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議第３５号 岐阜県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例
及び岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す
る条例について

[担当課：障害福祉課]

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正に伴い、次の２条例について所要の規定
の整理を行う。

１ 岐阜県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条
例

２ 岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和４年４月１日から施行）

議第３６号 岐阜県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例
等の一部を改正する条例及び岐阜県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及
び運営等に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例
について

[担当課：障害福祉課]

厚生労働省令の一部改正に伴い、一定の指定福祉型障害児入所施設を指定障害者
支援施設の基準を満たすものとみなす等の特例について、その適用期間を２年延長
する。

（令和４年４月１日から施行）

議第３７号 岐阜県子育て支援対策臨時特例基金条例の一部を改正する条例について
[担当課：子育て支援課]

岐阜県子育て支援対策臨時特例基金の設置期間を１年（令和７年６月３０日ま
で）延長する。

（公布の日から施行）
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議第３８号 岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する
条例について

[担当課：子ども家庭課]

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、次の
とおり規定の整備を行う。

１ 乳児院等（※１）の長の資格要件のうち、児童福祉事業又は社会福祉事業に従
事した期間を勘案するものを、児童福祉法に規定する相談援助業務（※２）に従
事した期間を勘案するものとする。
※１ 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設

※２ 児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う業務

２ その他所要の規定の整理を行う。
※ これを読み替えて準用する岐阜県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運

営に関する基準を定める条例の規定の整理を含む。

（令和４年４月１日から施行）
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議第３９号 岐阜県企画経済関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：商工政策課]

１ 職業能力開発促進法の施行に関する事務のうち、２級及び３級の技能検定試験
手数料（実技試験）に係る軽減措置が適用される対象を次のとおり変更する。

[担当課：労働雇用課]

【変更前】 ３５歳未満の者
【変更後】 在職者（※１）又は県内在校生（※２）であって、２５歳未満であ

るもの
※１ 雇用保険の被保険者である者

※２ 高等学校、公共職業能力開発施設等に在学等する者であって県内に住所を有するもの又は

県内の高等学校、公共職業能力開発施設等に在学等するもの

２ 県の試験研究機関において行う工業試験等に関する事務に係る手数料について、
次のとおり規定の整備を行う。

[担当課：産業技術課]

⑴ 新たに実施する次の区分に掲げる試験の手数料を新たに徴収する。

手 数 料 手 数 料 の 額
区 分

の 名 称 （１件につき）

一般理化学 三次元粗 ＳＥＭ観察（１か所１枚 ４，８７０円に１試料につ
試験手数料 さ解析電 の写真撮影を含む。） いて１視野増すごとに１，

子顕微鏡 ５３０円を加えた額

粗さ解析 ５，４４０円に１試料につ
いて１視野増すごとに２，
１００円を加えた額

元素分析 ６，０１０円に１試料につ
いて１視野増すごとに２，
６７０円を加えた額

繊維試験手 吸水速乾性試験 ９，９００円
数料

木工試験手 屈折率 １，０２０円
数料

⑵ オートクレーブ試験に係る窯業試験手数料を廃止する。

（令和４年４月１日から施行）
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議第４０号 岐阜県畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行条例について
[担当課：畜産振興課]

畜舎等の建築等に係る災害防止等のため必要な制限（※１）は、建築基準法の委
任を受けた岐阜県建築基準条例で規定しているが、畜舎等の建築等及び利用の特例
に関する法律（以下「法」という。）の施行により、一部の畜舎等（※２）には建
築基準法及び岐阜県建築基準条例が適用されないこととなるため、岐阜県建築基準
条例で規定してきた制限を引き続き行うことができるよう法及び省令の委任を受け
た条例で定める。
※１ 災害危険区域内の畜舎等の制限、がけに近接する畜舎等の制限及び大規模畜舎等の敷地と道路

との関係に関する制限

※２ 畜舎等の建築等及び利用に関する計画を作成し、知事の認定を受けたもの

（令和４年４月１日から施行）

議第４１号 岐阜県農林関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：家畜防疫対策課]

１ 国の豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針（※）の一部改正に伴い、知事が認
定した獣医師が行う豚熱予防注射に係る次の手数料を新たに徴収する。
※ 家畜伝染病予防法第３条の２第１項の規定により、農林水産大臣が作成する指針

手 数 料 の 名 称 単 位 手数料の額

豚熱予防液管理手数料 １頭につき ６０円

２ 家畜防疫員（※）が行う豚熱予防注射に係る家畜注射等手数料の額を次のとお
り改定する。
※ 県職員である獣医師の中から知事が任命した者

【改定前】 １頭につき ３１０円
【改定後】 １頭につき ２４０円

（令和４年４月１日から施行）
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議第４２号 岐阜県種雄豚検査条例を廃止する条例について
[担当課：家畜防疫対策課]

１ 自然交配による種付けの用に供する雄豚の検査を義務付けている岐阜県種雄豚
検査条例について、豚の人工授精による種付けが普及し、及び豚熱の発生により
農場間の豚の移動が厳格化されたことにより、検査の需要が見込まれなくなった
ため、同条例を廃止する。

２ １に伴い、次の２条例について、所要の規定の整理を行う。
⑴ 岐阜県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例
⑵ 岐阜県農林関係手数料徴収条例

（公布の日から施行）

議第４３号 岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：都市政策課]

１ 都市計画法施行規則の一部改正に伴い、開発行為等適合証明書交付手数料につ
いて、認定を受けようとする畜舎建築利用計画が都市計画法の規定に適合してい
る旨の証明書の交付を対象に加える。

[担当課：都市政策課]

２ 宅地造成等規制法施行規則の一部改正に伴い、宅地造成適合証明書交付手数料
について、認定を受けようとする畜舎建築利用計画が宅地造成等規制法の規定に
適合している旨の証明書の交付を対象に加える。

[担当課：建築指導課]

３ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に鑑み、宅地建物取引士
資格試験手数料の額を次のとおり改定する。

[担当課：建築指導課]

【改定前】 １人につき ７，０００円
【改定後】 １人につき ８，２００円

（令和４年４月１日から施行）

議第４４号 岐阜県都市公園条例の一部を改正する条例について
［担当課：都市公園課］

養老公園に新たなキャンプ場（※）を整備するため、パークゴルフ場を廃止する
とともに、有料公園施設及び駐車場の休業日を月曜日から火曜日に変更する。
※ 指定管理者が都市公園法に基づく許可を受けて設置管理する公園施設

（令和４年７月１日から施行）
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議第４５号 岐阜県警察関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
[担当課：警察本部会計課]

１ 道路交通法の一部改正に伴い、次のとおり規定の整備を行う。
[担当課：警察本部運転免許課]

⑴ 運転技能検査（※）の導入に伴い、次の手数料を新たに徴収する。
※ 75歳以上で一定の違反歴のある者が運転免許証の更新を受けようとする場合に受検する運

転について必要な技能に関する検査

手数料の名称 手 数 料 の 額

運転技能検査手数料 １件につき ３，５５０円

⑵ 若年運転者講習（※１）の導入に伴い、自動車運転等講習手数料として次の
区分に係る手数料を新たに徴収し、指定講習機関（※２）の収入とする。
※１ 特例取得免許（一定の教習を修了した19歳以上で普通免許等の保有期間が１年以上ある

者が取得した第二種免許、大型免許又は中型免許をいう。）を保有する者であって、21歳

（中型免許にあっては、20歳）に達するまでの間に違反点数が一定の基準に達したものが

受講するもの

※２ 一定の要件に該当すると認められるものとして公安委員会が指定する者で、特定の講習

を行わせることができるもの

区 分 手 数 料 の 額

若年運転者講習 １時間につき ２，２５０円

⑶ 初心運転者講習等通知手数料について、若年運転者講習の通知を対象に加え
る。

⑷ 認知機能検査に関する事務に係る手数料の額を次のとおり改定する。

手数料の名称 改 定 前 改 定 後

認知機能検査 １件につき １件につき
手数料 ７５０円 １，０５０円

認知機能検査 １人につき １人につき
員講習手数料 １，４００円 １，４５０円

ただし、自動車安全運転セ ただし、自動車安全運転セ
ンターが行う研修等を受け ンターが行う研修等を受け
た者に対する講習にあって た者に対する講習にあって
は、８００円 は、１，２００円
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⑸ 高齢者に対する講習に係る自動車運転等講習手数料について、次のとおり区
分を変更した上、額を改定する。

変 更 前 変 更 後

区 分 手数料の額 区 分 手数料の額

小型特 認知機能検 １件につき 普通自動車対応 １件につき
殊自動 査の結果に ５，１００円 免許（運転技能 ６，４５０円
車免許 基づいて行 ただし、検査の結 検査の対象者を
以外の うもの 果認知機能が低下 除く。）
免許 しているおそれが

ある場合にあって 上記以外 １件につき
は、７，９５０円 ２，９００円

臨時認知機 １件につき
能検査の結 ５，８００円
果に基づい
て行うもの

上記以外 １件につき
５，１００円

小型特 認知機能検 １件につき
殊自動 査の結果に ２，２５０円
車免許 基づいて行 ただし、検査の結

うもの 果認知機能が低下
しているおそれが
ある場合にあって
は、４，４５０円

臨時認知機 １件につき
能検査の結 ２，３５０円
果に基づい
て行うもの

上記以外 １件につき
２，２５０円
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⑹ 特定任意高齢者講習手数料について、チャレンジ講習及び特定任意高齢者講
習（簡易）に係る区分を廃止するとともに、特定任意高齢者講習（シニア運転
者）に係る区分を次のとおり変更した上、額を改定する。

変 更 前 変 更 後

区 分 手数料の額 区 分 手数料の額

特定任 認知機能検 １件につき 普通自動車対応 １件につき
意高齢 査の結果に ５，１００円 免許（運転技能 ６，４５０円
者講習 基づいて行 ただし、検査の結 検査の対象者を
（シニ うもの 果認知機能が低下 除く。）
ア運転 しているおそれが
者）に ある場合にあって 上記以外 １件につき
係るも は、７，９５０円 ２，９００円
の

上記以外 １件につき
５，１００円

⑺ 運転免許限定解除申請手数料について、運転可能な車両を安全運転サポート
車に限定するなどの条件（※）の解除の申請に対する審査を対象に加える。
※ 運転に不安を覚える高齢運転者等に対し、自主返納だけでなく、より安全な自動車に限っ

て運転を継続するという中間的な選択肢として導入された、免許に付する条件

⑻ その他所要の規定の整理を行う。

２ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に鑑み、銃砲刀剣類所持
等取締法の施行に関する事務に係る猟銃等クロスボウ所持許可証書換え手数料の
額を次のとおり改定する。

[担当課：警察本部生活安全総務課]

【改定前】 １通につき １，８００円
【改定後】 １通につき １，６００円

（１は令和４年５月１３日から、２は令和４年４月１日から施行）
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議第４６号 岐阜県風俗案内業の規制に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：警察本部生活安全総務課]

民法の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う。

（令和４年４月１日から施行）

議第４７号 岐阜県庁舎行政棟建築工事の請負契約の変更について
[担当課：県庁舎建設課]

１ 労務費及び資材単価の上昇に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ２７，５７１，６９０，３００円
変更後 ２８，６３３，８５２，５００円（＋１，０６２，１６２，２００円）

２ 階段の形状の変更に伴い、延べ面積を増加する。

延べ面積 変更前 ６８，３０３．４０平方メートル
変更後 ６８，３２８．３９平方メートル（＋２４．９９平方メートル）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 前田・大日本・ＴＳＵＣＨＩＹＡ・岐建特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 岐阜市薮田南地内

３ 工事の概要 鉄骨造２１階建

延べ面積６８，３０３．４０平方メートル

４ 契約年月日 令和元年７月１日

議第４８号 岐阜県庁舎行政棟空調設備工事の請負契約の変更について
[担当課：県庁舎建設課]

労務費及び資材単価の上昇に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ４，６２８，９１０，０００円
変更後 ４，７６７，４６６，０００円（＋１３８，５５６，０００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 三建・須賀・朝日・二葉特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 岐阜市薮田南地内

３ 工事の概要 空気調和設備工事 一式

４ 契約年月日 令和元年７月１日
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議第４９号 岐阜県庁舎行政棟衛生設備工事の請負契約の変更について
[担当課：県庁舎建設課]

労務費及び資材単価の上昇に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 １，６０６，２８２，７００円
変更後 １，６２４，７３８，５００円（＋１８，４５５，８００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 川崎・戸島・岡田特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 岐阜市薮田南地内

３ 工事の概要 給排水衛生設備工事 一式

４ 契約年月日 令和元年１０月１５日

議第５０号 岐阜県庁舎議会棟建築工事の請負契約の変更について
[担当課：県庁舎建設課]

１ 労務費及び資材単価の上昇に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ５，９９２，５８５，５００円
変更後 ６，１６１，４４２，１００円（＋１６８，８５６，６００円）

２ エレベーターの仕様の変更等に伴い、延べ面積を減少する。

延べ面積 変更前 １３，９３７．２４平方メートル

変更後 １３，９２９．０８平方メートル（△８．１６平方メートル）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 大日本・ＴＳＵＣＨＩＹＡ・岐建・青協特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 岐阜市薮田南地内

３ 工事の概要 鉄骨造６階建

延べ面積１３，９３７．２４平方メートル

４ 契約年月日 令和２年３月２３日
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議第５１号 川上第２トンネル第２期工事の請負契約の変更について
か お れ

[担当課：道路建設課]

トンネル掘削時の周辺地盤の補強等に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ２，２４４，０００，０００円
変更後 ２，５８８，５０２，４００円（＋３４４，５０２，４００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 大日本・市川・金子特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 一般国道２５７号

下呂市馬瀬川上地内
ま ぜ か お れ

３ 工事の概要 トンネル工

延長４８１．００メートル

幅員７．００メートル

内空断面積４８．４０平方メートル

４ 契約年月日 令和２年１０月８日

議第５２号 本巣松陽高等学校新特別棟建築工事の請負契約の変更について
[担当課：公共建築課]

労務費及び資材単価の上昇に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 ７６３，４００，０００円
変更後 ７６８，８３７，３００円（＋５，４３７，３００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 西濃・上村特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 本巣市仏生寺地内

３ 工事の概要 新特別棟

鉄筋コンクリート造３階建

延べ面積３，００１．４０平方メートル

渡り廊下

鉄骨造２階建

延べ面積１４４．４２平方メートル

４ 契約年月日 令和３年３月２４日
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議第５３号 羽島高等学校南舎建築工事の請負契約の変更について
[担当課：公共建築課]

労務費及び資材単価の上昇等に伴い、契約金額を増額する。

契約金額 変更前 １，０２１，９００，０００円
変更後 １，０５８，２２９，７００円（＋３６，３２９，７００円）

※当初の契約内容

１ 契約の相手方 市川・岐南・田中特定建設工事共同企業体

２ 工事の場所 羽島市竹鼻町地内

３ 工事の概要 南舎

鉄筋コンクリート造３階建

延べ面積３，０８５．０２平方メートル

渡り廊下

鉄骨造２階建

延べ面積１６０．８４平方メートル

鉄骨造２階建

延べ面積３８．６１平方メートル

４ 契約年月日 令和３年７月８日

議第５４号 包括外部監査契約の締結について
[担当課：行政管理課]

１ 契 約 の 目 的 包括外部監査契約に基づく監査及び当該監査の結果に関する
報告

２ 契 約 金 額 １１，０００，０００円を上限とする額

３ 費用の算定方法 基本費用、執務費用及び実費を合算した額

４ 費用の支払方法 監査の結果に関する報告提出後に一括払（ただし、必要に応
じて前金払をする。）

５ 契約の相手方 弁護士
尾藤 望（びとう のぞむ）
郡上市八幡町城南町２８１番地

６ 契 約 の 期 間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで
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議第５５号 中部縦貫自動車道（安房峠道路）の料金の徴収期間の変更について
[担当課：道路建設課]

中日本高速道路株式会社が中部縦貫自動車道（安房峠道路）の料金の徴収期間を
次のように変更することについて協議に応ずる。

【変更前】 平成１８年４月１日から平成４９年１２月５日まで
【変更後】 平成１８年４月１日から令和３１年３月３０日まで

議第５６号 岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画の策定について
[担当課：デジタル戦略推進課]

１ 基 本 理 念 誰一人取り残されないデジタル社会である岐阜県
２ 基 本 方 針 ⑴ ＤＸで生活を「豊かに」

多様な価値観やライフスタイルを持ち、豊かな人生を送る
ことができる社会を目指す。

⑵ ＤＸで生活を「安心に」
どの世代も健康に生活し、安心して子育てができる社会を

目指す。
⑶ ＤＸで生活を「便利に」

役所に赴くことなく、全ての手続が自宅でできる社会を目
指す。
※「ＤＸ」：デジタル・トランスフォーメーション

３ 基 本 施 策 ⑴ 行政のデジタル化
⑵ 市町村行政のＤＸ支援
⑶ 各分野のＤＸ（地域づくり、防災等１６分野）

４ 主な目標指標 オンライン化する行政手続数 ２，６７４手続（令和７年度）
ほか１２項目

５ 計 画 期 間 令和４年度から令和８年度まで

議第５７号 岐阜県森林づくり基本計画の策定について
[担当課：林政課]

１ 基 本 理 念 揺るぎない長期的展望と県民協働による持続可能な森林づくり
２ 基 本 方 針 「清流の国ぎふ」の未来を支える森林づくり ～森林を「守

り」「活かし」「親しむ」魅力あふれるふるさとを目指して～
い

３ 基 本 施 策 ⑴ 森林づくりの推進
⑵ 林業・木材産業の振興
⑶ 森林の新たな価値の創造と山村地域の振興

４ 主な目標指標 間伐実施面積 ９，６００ヘクタール（令和８年度）ほか５項
目

５ 計 画 期 間 令和４年度から令和８年度まで
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議第５８号 令和３年度岐阜県一般会計補正予算の専決処分の承認について 

（令和４年１月３１日専決） 

[担当課：財政課] 

歳入歳出補正予算                      （単位 千円） 

○歳  入        5,458,683 

国庫支出金      1,658,683 

繰 入 金     3,800,000 

 

      ○歳  出        5,458,683 

       （企画経済委員会関係） 

         商工労働部     3,000,000 

○売上減少事業者への支援                3,000,000 

まん延防止等重点措置の指定がされた１月、２月のいずれかの売上

が、１５％以上減少した事業者（時短要請の対象事業者を除く）に対

し、中小事業者には２０万円、個人事業者には１０万円を一律支給 

 

（厚生環境委員会関係） 

健康福祉部     2,458,683 

○宿泊療養施設の拡大                      815,503 

            新型コロナウイルス感染症患者のうち、無症状者や軽症者が療養す

る宿泊療養施設を追加確保 

 

○ワクチンの大規模接種会場の拡大               43,180 

コロナの感染拡大を防ぐため、新たに飛騨圏域に大規模接種会場を

設置 

 

○小学校や保育所等における予防的検査の実施       1,600,000 

高齢者施設等のほか、ワクチン接種の対象外である１２歳未満の子

どもを預かる小学校や保育所等の従事者の予防的検査を新たに実施 
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（専決処分の報告をするもの）

損害賠償の額の確定

・交通事故に係るもの ４件

・道路事故に係るもの ５件

・その他事故に係るもの ３件

[交通事故に係るもの]

報第1号 発生年月日及び場所 令和元年6月4日 瑞浪市釜戸町地内 [担当課：水道企業課]

事 故 の 概 要 車両への衝突による同乗者の負傷

賠 償 額 １０，１５６，２４４円

報第2号 発生年月日及び場所 令和2年12月23日 多治見市日ノ出町地内 [担当課：健康福祉政策課]

事 故 の 概 要 駐車場における車両との衝突

賠 償 額 １８１，４３０円

報第3号 発生年月日及び場所 令和3年9月16日 多治見市広小路地内 [担当課：警察本部監察課]

事 故 の 概 要 交差点における車両との衝突

賠 償 額 ４０，０００円

報第4号 発生年月日及び場所 令和3年11月1日 大垣市丸の内地内 [担当課：警察本部監察課]

事 故 の 概 要 停止中の車両への衝突

賠 償 額 ４１３，６２４円

[道路事故に係るもの]

報第5号 発生年月日及び場所 平成31年2月8日 関市池尻地内 [担当課：道路維持課]

事 故 の 概 要 道路側溝の蓋が跳ね上がったことによる車両の破損

賠 償 額 ２４４，９９６円

報第6号 発生年月日及び場所 令和元年9月27日 岐阜市下土居地内 [担当課：道路維持課]

事 故 の 概 要 道路上の段差による自転車等の破損

賠 償 額 ２１７，６８２円

報第7号 発生年月日及び場所 令和3年3月29日 岐阜市曽我屋地内 [担当課：道路維持課]

事 故 の 概 要 道路上の穴にタイヤがはまったことによる車両の破損

賠 償 額 １２３，９６４円

報第8号 発生年月日及び場所 令和3年7月5日 瑞穂市唐栗地内 [担当課：道路維持課]

事 故 の 概 要 立ち上がった状態の道路側溝の蓋による車両の破損

賠 償 額 ２５，９３８円

報第9号 発生年月日及び場所 令和3年1月28日 下呂市火打地内 [担当課：道路維持課]

事 故 の 概 要 山腹からの落石による車両の破損

賠 償 額 ７２，３７３円
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[その他事故に係るもの]

報第10号 発生年月日及び場所 令和3年9月8日 美濃加茂市本郷町地内 [担当課：教職員課]

事 故 の 概 要 草刈り中に石を飛散させたことによる車両の破損

賠 償 額 ２７９，０７０円

報第11号 発生年月日及び場所 令和3年11月19日 岐阜市薮田南地内 [担当課：労働雇用課]

概 要 免除範囲の誤認による職業訓練指導員免許（事務科）の取消し

賠 償 額 ６，６０９円

報第12号 発生年月日及び場所 令和3年11月19日 岐阜市薮田南地内 [担当課：労働雇用課]

概 要 免除範囲の誤認による職業訓練指導員免許（自動車車体整備科）の取消し

賠 償 額 ３，１４０円
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（その他法令に基づき報告をするもの） 
 
報第１３号 岐阜県国民保護計画の変更について 

 [担当課：危機管理政策課] 

 
            武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第３４条第８項に

おいて準用する同法第３４条第６項の規定により、岐阜県国民保護計画の変更を報
告するもの 

 
            【変更の内容】 
              統計数値の更新等に伴う計画の軽微な変更 
 
 
 
 
 
 
 
報第１４号 令和３年度指定金融機関の状況について 

[担当課：出納管理課] 

 
      岐阜県指定金融機関の指定に関する条例第３条の規定により、地方自治法施行令

第１６８条の４第１項に基づいて実施する指定金融機関の取り扱う公金の収納状況
等の検査結果について報告するもの 

 
     １ 指定金融機関の名称 株式会社大垣共立銀行 
 
     ２ 検 査 結 果 指摘事項なし 
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